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Ⅰ はじめに 

  2019 (令和元）年 9 月 20 日、政府は、少子超高齢社会を迎えて、最重要課題の一つである「全

世代型社会保障」を実現すべく、有識者で組織する検討会議をスタートさせた。団塊の世代が 75

歳以上の後期高齢者になる 2022（令和 3）年以降、社会保障費は急増することが予想され、2018

（平成 30）年度では 121 兆円だったものが、2040（令和 21）年には 190 兆円まで達するとの予測

がなされている。介護給付費も、2018(平成 30)年度には初めて 10 兆円を超えたと厚生労働省が発

表している（熊本日日新聞、2019 年 11 月 29 日）。当初の約 2.3 倍である。こうしたなか、同検討

会議では、年金受給開始を 70 歳以上でも選択できる仕組みや、後期高齢者の医療窓口負担を、現

行の 1 割からそれぞれ 2 割に引き上げる案などが検討される予定である（1）。社会保障制度の持続

可能性に向けて、負担増プラス給付削減という財政面での見直しとは別に、高齢者・障害者・生

活困窮者等を住民相互の助け合い・支え合いでケアしていこうとする動きが登場してきている。

住民活力を最大限活用して要支援者を支えていこうとする地域再編成のための構想、これが、「我

が事・丸ごと」地域共生社会構想である。高齢者や障害者等の多くが、たとえ重度の要介護状態

になっても、住み慣れた地域で暮らしたいという要望をもっているので、それを可能にするため

の地域包括ケアシステムであると同時に、病院・福祉施設等の費用の削減という目的もあわせも

っている。地域包括ケアシステムにおいては、保健・医療・介護・福祉といった専門的なサービ

スはもちろん必要であるが、それに加えて、高齢者・障害者等の日常生活を支えるための様々な

人的サービス（例えば、見守り、ゴミ出し、買い物、通院、書類書きなど）を地域住民同士の助

け合いで実現しようとする構想が含まれている。この後者の日常生活支援の部分を、「我が事・丸

ごと」地域共生社会が担うことになる。 

住民相互の助け合い・支え合いの重要性については誰も異論をはさむ者はいない。しかし、
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現実のわが国の地域社会の様子をみる限り、容易に住民相互の助け合い・支え合いの仕組みがつ

くれるようには思われない。山間部では、支援が必要な高齢者ばかりで、それを支援する人材は

ごくわずかしかいない状況が続いている。都市部でも、民生委員をはじめとするボランティアを

確保することが年々困難になってきている。それをどう解決するのか、また、地域が脆弱化し、

住民相互の結びつきが希薄化している状況下で、国や地方公共団体はどのような役割を果たして

いこうとしているのかなど、地域共生社会構想には曖昧な部分がかなり多い。そこで本稿では、

「我が事・丸ごと」地域社会構想の意義と問題点を指摘した上で、これまでの社会保障法が守備

範囲としてきた年金・医療・福祉といった分野とはかなり次元が違ってきているので、学問上、

これを社会保障法のなかでどう位置づけたらよいのか、講学上の社会保障法の範囲と地域共生社

会との関係について検討を加えたいと思う。 

 

Ⅱ 「我が事・丸ごと」地域共生社会構想 

 

1  「地域共生社会」の実現に向けた取組 

 

  わが国の社会福祉制度では、高齢者、障害者、子ども等の対象者ごとにそれぞれ公的支援制度

が整備され、分野ごとにみればこれまでかなりの充実が図られてきた。しかし、昨今、育児と介

護の両方を同時に抱えた家族など複合化・複雑化した課題を持つダブルケア世帯が増えてきてお

り、従来の「縦割り」で整備された公的制度だけでは対応が困難なケースが生じている。加えて、

人口減少により、専門的知識をもった人材の確保が困難になるなど、公的支援の提供機関の安定

的運営が難しくなるような状況が生じている。また、地域や家族などのつながりの弱まりを背景

に、「社会的孤立」の問題や、公的制度の対象外となる生活課題をかかえた者、「制度の狭間」に

放置されたままになっている者などの多くの課題が表面化している(2)。また、社会保障費は年々

増加し、制度の持続可能性が問題となっている。 

  こうしたなか、制度・分野ごとの「縦割り」行政の弊害を除去するとともに、これまでの「支

え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民の参加や多様な主体の参画の下、人々が様々な生

活課題を抱えながらも住み慣れた地域で自分らしく暮らしていけるよう、地域住民等が支え合い

ながら、一人ひとりの暮らしが安定し、各人が生きがいをもち、地域をともに創っていくことの

できる「地域共生社会」の実現に向けた取り組みが進められている（表 1）。以下、地域共生社会

構想に至るまでの経緯を見ておくことにしよう。 

 

表 1 「地域共生社会」の実現に向けた地域づくりに関する経緯 

平成 27 年 9 月 「新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン」（「新たな福祉サービス

のシステム等のあり方検討 PT」報告） 

 多機関の協働による包括的支援体制構築事業（平成 28 年度予算） 

平成 28 年 6 月 「ニッポン一億総活躍プラン」（閣議決定）に地域共生社会の実現が

盛り込まれる 

7 月 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の設置 
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10 月 地域力強化検討会（地域における住民主体の課題解決力強化・相談支

援体制の在り方に関する検討会）の設置 

12 月 地域力強化検討会 中間とりまとめ 

 「我が事・丸ごと」の地域づくりの強化に向けたモデル事業（平成 29

年度予算） 

平成 29 年 2 月 社会福祉法改正案（地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法

等の一部を改正する法律案）を国会に提出 

 「『地域共生社会』の実現に向けて（当面の改革工程）」を「我が事・

丸ごと」地域共生社会実現本部で決定 

5 月 社会福祉法改正案の可決・成立 

6 月 改正社会福祉法の公布 

 ※ 改正法の附則において、「公布後 3 年を目処として、市町村にお

ける包括的な支援体制を全国的に整備するための方策について検討

を加え、必要があると認めるときは、その結果に基づいて所要の措置

を講ずるものとする。」と規定。 

9 月 地域力強化検討会 最終とりまとめ 

12 月 「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関

する指針」の策定・公表及び関連通知の発出 

平成 30 年 4 月 改正社会福祉法の施行 

令和元年 5 月 地域共生社会推進検討会（地域共生社会に向けた包括的支援と多様な

参加・協働の推進に関する検討会）の設置 

7 月 地域共生社会推進検討会 中間とりまとめ 

出典：厚生労働省「第 8 回 地域共生社会推進検討会（令和元年 11 月 18 日）」資料 1-2 

 

2  「新たな福祉の提供ビジョン」の概要 

 

  2015（平成 27）年 6 月、厚生労働省に、「新たな福祉サービスのシステム等のあり方検討プロ

ジェクトチーム」が設置され、2015（平成 27）年 9 月 17 日に「誰もが支え合う地域の構築に向

けた福祉サービスの実現－新たな時代に対応した福祉の提供ビジョン（新たな福祉の提供ビジョ

ン）」が発表された。「新たな福祉の提供ビジョン」は、複雑化する支援ニーズへの対応のために

対象者の状況に応じ分野を超えて包括的に支援を行う必要性や、高齢化及び人口減少社会の到来

が迫るなか、福祉人材の確保と効率的なサービス提供を行う必要があるという共通認識に立ち、

①新しい地域包括支援体制の確立、②生産性の向上と効率的なサービス提供体制の確立、③総合

的な福祉人材の確保・育成の 3 点を目指すものである(3)。 

 

(1) 新しい地域包括支援体制の確立 

①包括的な相談支援システム 

 「新たな福祉の提供ビジョン」では、これまで福祉分野ごとに発展してきた諸サービスの機能

強化を行いつつ、各福祉分野をまたぐ複合的な生活課題にも対応できるような体制を作り上げて
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いくことを目指すとされている。それが「地域包括支援体制」である。 

  地域包括支援ということでは、高齢者を対象とした地域包括ケアシステムについては、2006

（平成 18）年度からの介護保険法改正で打ち出されており、また 2015（平成 27）年度から始ま

った生活困窮者自立支援制度でも、失業、疾病、家族の介護、本人の心身の状況など複合的な課

題を抱える生活困窮者の自立に向けて、自立相談支援事業等の支援が展開されている。「新たな福

祉の提供ビジョン」では、包括的な支援システムを高齢者や生活困窮者以外にも広げることを志

向している。 

  包括的な相談支援について、「新たな福祉の提供ビジョン」では次のように捉えている。「①相

談受付けの包括化とともに、それのみではなく、②複合的な課題に対する適切なアセスメントと

支援のコーディネートや、③ネットワークの強化と関係機関との調整に至る一貫したシステムで

あり、④また、必要な社会資源を積極的に開発していくものである」。こうした定義づけから、縦

割りの制度ではなく、包括的な支援提供を志向するとともに、そうしたことを可能にする地域づ

くりを進めていくという考えがみてとれる。 

 

②地域の実情を踏まえた支援の総合的な提供 

 「新たな福祉の提供ビジョン」では、支援の提供の在り方について二つの方向性を示している。

一つは多世代交流、多機能型の福祉拠点の整備推進であり、もう一つは地域の実情に応じ、高齢・

障害・児童・生活困窮等の福祉サービスを総合的に提供する仕組みの構築である。 

 後者の、総合的な支援の提供について、2015（平成 27）年 9 月時点では、「高齢者、障害者、

児童など分け隔てなくサービスを提供する地域の取組は、現在、通いや居場所の提供を中心に、

泊まりなども含めた形態で行われていることから、こうした取組の推進は、まずは通いのサービ

スを中心に検討することとし、これを踏まえ、その他の形態のサービスについても検討していく

ことが適当と考えられる」という見解を示していた。 

  介護保険制度や障害福祉制度等において、それぞれに設けられている人員配置基準や施設設備

基準が、時には多世代交流・多機能型サービスの展開においてネックとなることがある。これに

ついて、厚生労働省は、2017（平成 28）年 3 月に「地域の実情に合った総合的な福祉サービスの

提供に向けたガイドライン」をまとめており、現行制度で兼務可能な人員・共用可能な設備基準

等を明確化し、また基準該当障害福祉サービス等が活用可能であることを示している。 

 

(2) サービスを効果的・効率的に提供するための生産性向上 

 「新たな福祉の提供ビジョン」では、質量ともに高まりを見せる福祉ニーズに対し、供給が追

い付かない状況をふまえ、「同じ質のサービスをより少ない労働量で実現するためにはどうすれば

良いかという観点で捉え、その上で、限られた人材により良質なサービスを提供していくという

観点で捉えると良いであろう」という認識をもっている。 

  そして、サービス提供を効果的かつ効率的に行うために、ロボット技術や ICT 等の先進技術を

活用するとともに、サービス提供手順やスタッフの経験と能力の違いによるサービスのばらつき

を改善する必要性を述べている。 

 

12



 

(3) 新しい地域包括支援体制を担う人材の育成・確保 

 「新たな福祉の提供ビジョン」では、地域包括支援体制を担う者の像として、次の二つを提示

している。 

  一つは「複合的な課題に対する適切なアセスメントと、様々な支援のコーディネートや助言を

行い、様々な社会資源を活用して総合的な支援プランを策定することができる人材」の確保であ

り、もう一つは「福祉サービスの提供の担い手として、特定の分野に関する専門性のみならず福

祉サービス全般についての一定の基本的な知見・技能を有する人材」の確保である。つまり、各

福祉分野を横断する汎用性の高い人材の育成と確保が重要であることを指摘している。 

 

(4) 「共生型の地域社会」構築のアクター 

  地域づくりや支援体制のアクターについては、どのように検討されているのか。これについて、

「新たな福祉の提供ビジョン」では次のような案が示されている。「これを進めるに当たっては、

個々人の持つニーズのすべてを行政が満たすという発想に立つのではなく、住民を含む多様な主

体の参加に基づく『支え合い』を醸成していくことが重要である。地域のことを自ら守るために

行動し、助け合いを求めていく住民・関係者と、包括的なシステムの構築に想像的に取り組む行

政とが協働することによって、だれもが支え、支えられるという共生型の地域社会を再生・創造

していく」。 

  こうした文面からもわかるように、公的な支援、制度によるのみならず、地域住民の参画と協

働により、包括的な支援提供を行い、誰もが支え合う「共生型の地域社会」を目指すという方向

がこの段階でも既に示されていることがわかる。 

 

3  「ニッポン一億総活躍プラン」の概要 

 

 その後、「新たな福祉の提供ビジョン」の流れは、2016（平成 28）年 6 月 2 日に閣議決定され

た「ニッポン一億総活躍プラン」へと引き継がれていく。一億総活躍社会とは、女性も男性も、

高齢者も若者も、一度失敗を経験した者も、障害や難病のある者も、家庭で、職場で、地域で、

あらゆる場で、誰もが活躍できる、いわば全員参加型の社会であるとされている。少子高齢化に

真正面から立ち向かう策として打ち出され、広い意味での経済政策として、子育て支援や社会保

障の基盤を強化すること、それが経済を強くするという発想で、新たな経済社会システムを創る

ことが謳われている。 

  同プランでは、「介護離職ゼロの実現」達成の方法の一つとして、「地域共生社会の実現」が掲

げられている。今後の対応の方向性として「子供・高齢者・障害者など全ての人々が地域、暮ら

し、生きがいを共に創り、高め合うことができる『地域共生社会』を実現する。このため、支え

手側と受け手側に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自

分らしく活躍できる地域コミュニティを育成し、福祉などの地域の公的サービスと協働して助け

合いながら暮らすことのできる仕組みを構築する。また、寄附文化を醸成し、NPO との連携や民

間資金の活用を図る」として、ここでははっきりと「地域共生社会」という文言が用いられてい

る。 
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4  「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の設置 

 

  「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部は、「ニッポン一億総活躍プラン」が閣議決定され

た同年の、2016（平成 28）年 7 月 15 日に第 1 回目の会議が開催された。「我が事・丸ごと」地域

共生社会実現本部は、厚生労働大臣を本部長に、厚生労働省関係部局長が本部構成員となる体制

をとっている。一億総活躍プランは、地域住民すべてが支え合いながら、公的支援と住民が協働

する地域共生社会を目指す旨を提示したが、「我が事・丸ごと」でも、その方向性は同様である。

その上で、地域住民が「他人事」ではなく「我が事」として主体的に地域づくりに取り組む仕組

みを作る必要性と、「丸ごと」として、公的福祉サービスの総合化・包括化の必要性、そのための

専門人材の確保とキャリアパスの複線化の必要性が示されている。 

 「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部は、地域力強化ワーキンググループ、公的サービス

改革ワーキンググループ、専門人材ワーキンググループと、三つの部門で構成されている。それ

ぞれの検討課題について、地域力強化ワーキンググループでは住民主体の地域コミュニティづく

りを主な課題とし、公的サービス改革ワーキンググループでは公的福祉サービスや計画の総合

化・包括化、専門人材ワーキンググループでは医療・福祉分野の専門人材の共通課程の創設等と

している。 

 

5  「地域力強化検討会 中間とりまとめ」の概要 

 

 厚生労働省は、「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部の下に、住民主体による地域課題の

解決力強化・体制づくり、市町村による包括的相談支援体制等について検討を行う「地域力強化

ワーキンググループ」を設置した。これらの検討課題事項について具体的実例に基づく検討を行

い、実現本部における議論に資するため、「地域における住民主体の課題解決力強化・相談支援体

制の在り方に関する検討会」（地域力強化検討会）を 2016（平成 28）年 10 月 4 日から開催した。

第 4 回（2016（平成 28）年 12 月 14 日）まで開催された後、検討内容を提示するため「地域力強

化検討会中間とりまとめ」が公表された。中間とりまとめでは、包括的な支援体制の全体像のイ

メージ（図 1）が示されている。このなかで「市町村における包括的な支援体制の構築」として

以下の 3 つの視点が示されている。またこの体制整備が改正社会福祉法第 106 条の 3 にそのまま

反映されることになった。 

第一の視点は、「『他人事』が『我が事』になるような環境整備」である。ここでは、地域福祉

に関する活動への地域住民の参加を促す活動を行う者への支援、地域住民の交流を促進する拠点

の整備、地域住民に対する研修の実施などが想定されている。 

第二の視点は、「住民に身近な圏域で分野を越えた課題に総合的に相談に応じる体制づくり」

である。「丸ごと受けとめる場」としては地区社協、地域包括支援センター、NPO 法人等多様な

実施主体が想定されている。 

第三の視点は、「公的な関係機関が協働して課題を解決するための体制づくり」である。従来の

福祉関係機関の関係者にとどまらず、かなり広範囲な関係者が示され、その協働の中核を担う機

能の必要性が明記されている。 
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図 1 地域における住民主体の課題解決力強化・包括的な相談支援体制のイメージ 

 

出典：厚生労働省「地域力強化検討会中間とりまとめ（平成 28 年 12 月 26 日）」概要 

 

  3 つの視点は図 1 のように重層的かつ円環的な関係にある。一人の人が生きづらさをかかえ、

声も出せない状況に気づくことができるのは、その人が暮らす地域のなかでともに暮らしている

近隣住民である。ふだんの暮らしのなかでこそ、ちょっとした変化にも気づくことができ、その

あとで、その人をゆるやかに支えることもできる。近隣の助け合いでは支えきれない課題につい

ては、丸ごとその課題を受け止め、それを整理し、生活問題を的確に把握し、その結果、必要な

支援につなげていく場（第二の視点）が必要になる。しかし地域は時として、気づいた課題につ

いて排除する側に回ることもあり、コンフリクト（衝突・対立）が生まれる場でもある。地域で

気づいた課題を丸ごと支援につなげ課題解決をめざす包括的な支援体制を構築するためには、た

だ課題を受け止めて支援につなげるルートを整えるだけでは不十分である。それだけの支援では、

専門職だけが支援に関わり、要支援者を地域から切り離して専門機関だけがかかえ込んでしまう

ことを助長しかねず、ますます当事者が地域から見えない存在となってしまう。支援につなげる

ルートの整備とともに、地域住民自身が、課題に気づくことができ、それを考え、地域住民でで

きる範囲での支援につなげようとすることが大事である。住民参加型の地域づくり（第一の視点）

が、課題を受け止め支援につなげる場（第二の視点）へと循環しながら地域のなかで推進されて

いく必要がある。 

  また、当事者の身近な地域で、当事者の生活問題が把握され、それが解決に向かうためには、

「丸ごと」受け止めた当事者の地域生活課題を、住民と様々な機関・事業所・ＮＰＯ法人等が連

携しながらチームで解決していくことが必要となる。その場合、その連携をコーディネートする
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協働の中核を担う機能（第三の視点）の存在が不可欠である。この専門職チームには、専門的な

支援実践を行うだけではなく、専門的な知識や技術を活用しながら住民主体の支援活動を支えて

いくことも求められる。このようにみると、包括的な支援体制で求められる協働とは、多様な専

門職間の「ヨコの協働」と、専門職と地域住民との「タテの協働」が織りなす「面としての協働」

をさすものと理解することができる(4)。 

 

6  「『地域共生社会』の実現に向けて（当面の改革工程）」の概要 

 

 厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部では、2017（平成 29）年 2 月 7 日に「『地

域共生社会』の実現に向けて（当面の改革工程）」（以下、「工程」と略）をとりまとめた。実現本

部が設置された直接の経緯は、2016（平成 28）年 6 月 2 日に閣議決定された「ニッポン一億総活

躍プラン」の中に「地域共生社会の実現」が盛り込まれたことによる。もちろん、厚生労働省内

では「我が事・丸ごと」に結実する政策構想がすでに検討されてきており、「一億総活躍プラン」

をきっかけとして、「地域共生社会」が政府全体の方針として急浮上してきたわけである。 

  「工程」は、「地域共生社会」の実現に向けて、2018（平成 30）年度以降に厚労省が取り組む

べき課題を整理したものであるが、前半部分で「地域共生社会」とは何かを説明している。それ

によると、「地域共生社会」とは「制度・分野ごとの『縦割り』や『支え手』『受け手』という関

係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が『我が事』として参画し、人と人、人と資源が世代

や分野を超えて『丸ごと』つながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに

創っていく社会」とされている。では、なぜ、こうした「地域共生社会」を目指す必要があるの

か。「工程」はその背景として「縦割り」の限界を克服することと「つながり」の再構築が必要で

あること、そして「地域共生社会」は「地域づくり」と一体であることの 3 点を挙げている。 

 第一の「『縦割り』の限界の克服」であるが、「工程」は「様々な分野の課題が絡み合って複

雑化したり、個人や世帯単位で複数分野の課題を抱え、複合的な支援を必要とするといった状況

がみられ、対象者ごとに『縦割り』で整備された公的な支援体制の下で、対応が困難なケースが

浮き彫りとなっている」と述べ、現状の「縦割り」の公的支援制度では現在の複雑な生活課題に

対応できないとしている。具体的には介護と育児に同時に直面する「ダブルケア」などをあげて

いる。そのため、現在の課題には「個人や世帯が抱える様々な課題に包括的に対応していくこと、

また、地域の実情に応じて、高齢・障害といった分野をまたがって総合的に支援を提供しやすく

することが必要」というように、「縦割り」に対して「包括的」、「総合的」という言葉を対置し、

公的支援をそのような形に改革していくことが必要だとしている。この公的支援のあり方の「包

括化」、「総合化」のことを「丸ごと」と呼んでいるのである。 

 第二の「『つながり』の再構築」については、公的支援制度の手が回らない社会的孤立の問題

や制度対象外に置かれた人々、受給要件を満たさない「制度の狭間」の問題について、「かつては、

地域や家族などのつながりの中で対応されてきた」が、高齢化や人口減少による地域の弱体化、

高齢化や未婚化などによる家族機能の低下などによって「つながり」が脆弱化しており、問題が

表面化してきているという現状認識をまず示している。したがって、こうした問題に対処するに

は「つながり」の再構築が必要ということになる。曰く、「人々の生活の基盤としての地域の重要
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性が一層高まる中、地域において、住民がつながり支え合う取組を育んでいくことが必要となっ

ている。このようなつながりのある地域をつくる取組は、自分の暮らす地域をより良くしたいと

いう地域住民の主体性に基づいて、『他人事』ではなく『我が事』として行われてこそ、参加する

人の暮らしの豊かさを高めることができ、持続していく」と。つまり、「つながり」の再構築には

地域住民の主体性＝「我が事」という自覚が必要だということである。こうした地域住民の主体

性・自覚のことを「我が事」と呼んでいる。 

   第三の「地域共生社会」が「地域づくり」と一体であるというのは、社会保障の担い手とし

て「地域」を位置付けるには、「地域」そのものの活性化が必要であるということである。つまり、

「地方創生」などとも連動した形で改革を進める必要があることを訴えている。「工程」は「地域

において、社会保障などの分野を超えて、人と資源がつながることで、地域の様々な可能性を拓

くことができる。そして、これにより、人々の多様なニーズに応えると同時に、資源の有効活用

や活性化を実現することができる」と述べている。2017（平成 29）年 6 月 9 日に閣議決定された

「まち・ひと・しごと創生基本方針 2017」（以下、「地方創生基本方針 2017」と略）にも「地域共

生社会の実現」が謳われており、そこでも「地域資源の活用」が打ち出されているから、「地域共

生社会」は「地方創生」の一環としても位置付けられていることは明白である(5)。 

 「工程」は改革の骨格として、①地域課題の解決力の強化、②地域丸ごとのつながりの強化、

③地域を基盤とする包括的支援の強化、④専門人材の機能強化・最大活用の 4 つの柱を掲げてい

る。それぞれの主な内容は表 2 のとおりである。 

 

表 2 改革の 4 つの柱 

①地域課題の解決力の強化 ・住民相互の支え合い機能を強化、公的支援と協働し

て、地域課題の解決を試みる体制を整備 

 ・複合課題に対応する包括的相談支援体制の構築 

 ・地域福祉計画の充実 

②地域丸ごとのつながりの強化 ・多様な担い手の育成・参画、民間資金活用の推進、

多様な就労・社会参加の場の整備 

 ・社会保障の枠を超え、地域資源（耕作放棄地、環境

保全など）と丸ごとつながることで地域に「循環」を

生み出す、先進的取り組みを支援 

③地域を基盤とする包括的支援

の強化 

・地域包括ケアの理念の普遍化：高齢者だけでなく、

生活上の困難を抱える方への包括的支援体制の構築 

 ・共生型サービスの創設 

 ・市町村の地域保健の推進機能の強化、保健福祉横断

的な包括的支援のあり方の検討 

④専門人材の機能強化・最大活

用 

・対人支援を行う専門資格に共通の基礎課程創設の検

討 

 ・福祉系国家資格を持つ場合の保育士養成課程・試験

科目の一部免除の検討 

出典：厚労省「『「地域共生社会』の実現に向けて（当面の改革工程）」（平成 29.2.7）を基に作成 
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7  改正社会福祉法の概要 

 

   先の「工程」を踏まえ、2017（平成 29）年 5 月に成立した「地域包括ケアシステムの強化の

ための介護保険法等の一部を改正する法律」により、以下の事項を内容とする社会福祉法等の改

正が行われた。2018（平成 30）年 4 月から施行された社会福祉法は、地域共生社会の実現に向け

ての改正が主なものと言ってよいであろう。改正法では、地域福祉のステークホルダーとして、

「国及び地方公共団体」が位置づけられ（第 6 条 2 項）、従来の三者関係から四者関係に構造が変

わっている。そのうえで「地域生活課題」（第 4 条 2 項）を把握し、連携して解決していくために、

市町村ごとに「包括的支援体制」（第 106 条の 2、第 106 条の 3）の整備が求められるとなってい

る。「地域生活課題」とは、個人と世帯がかかえる幅広い生活課題を意味し、社会的孤立の解消や

社会参加の確保を含んでいる。こうなると、今までよりも、環境因子を含めた幅広いアセスメン

トが求められることになる。また複合的なニーズをかかえた家族の支援、支援できる制度のない

生活ニーズへの対応、社会的孤立や社会参加ができない環境についても、その解決に向けて視野

を広げていかなければならない。 

   また第 106 条の 3 第 1 項一号には、従来の地域福祉事業についての規定も置かれている。さ

らにはこうした内容を市町村地域福祉計画（第 107 条）として策定し、進行管理をしていくよう

に改正された。この改正により、市町村地域福祉計画は、従来の高齢者・障害者・児童といった

分野別計画との横並びでの位置ではなく、上位計画として位置づけられた。介護保険事業計画な

どの分野別計画に横串をさし、それぞれ縦割りの計画を包括的かつ総合的に推進していくための

横断的計画である。さらに児童・障害・高齢といった福祉分野だけではなく、生活困窮や自殺対

策、住まいや権利擁護など、幅広く地域づくりを推進していくための計画となった。少なくとも

これは住民参加だけで策定できるものではない。それに加えて、市町村の専門職の参加、庁内・

組織の職員の参加といった 3 つの参加が大切になる(6)。 

 具体策として、改正社会福祉法では、高齢者と障害児者が同一の事業所でサービスを受けや

すくするため、介護保険と障害福祉両方の制度にまたがる新たな共生型サービスが設けられるこ

とになった。これにより、介護保険又は障害福祉のいずれかの指定を受けている事業所が、もう

一方の制度における指定も受けやすくなるようにされている。 

 

8  「地域力強化検討会 最終とりまとめ」の概要 

 

 2016（平成 28）年 12 月 26 日の「地域力強化検討会中間とりまとめ」を基本に、その後の議

論を踏まえて、改正社会福祉法第 106 条の 3 第 2 項に基づく指針の策定、地域福祉計画の策定ガ

イドラインの改定、さらにはその後の「我が事・丸ごと」の地域づくりの展開に資する目的で、

「地域力強化検討会最終とりまとめ」が 2017（平成 29）年 9 月 12 日に出された。 

   最終とりまとめは、総論と各論からなり、総論では今後の方向性が示され、各論では取組み

の事例など具体策が提示されている。各論は、①市町村における包括的な支援体制の構築、②地

域福祉（支援）計画、③自治体、国の役割の 3 点に分けて述べられている。各論 1「市町村にお

ける包括的な支援体制の構築」では、改正社会福祉法第 106 条の 3 第 1 項関係の施策として、①
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「我が事」の意識の醸成、②「丸ごと」受け止める場の整備、③包括的な相談支援体制の 3 点に

ついて、取組みの実例やそれを担う主体、展開のパターン例などが示されている。 

 

9  地域共生社会推進検討会（「地域共生社会に向けた包括的支援と多様な参加・協働の推進に関す

る検討会」）の設置、「地域共生社会推進検討会 中間とりまとめ」の概要 

 

   厚生労働省は、改正社会福祉法の附則が公布後 3 年（2020（令和 2）年）を目途として、包

括的な支援体制を全国的に整備するための方策について検討を加え、その結果に基づいて所要の

措置を講ずることとしていたので、これに対応した検討を行うために、「地域共生社会に向けた包

括的支援と多様な参加・協働の推進に関する検討会」を設置し、2019（令和元）年 5 月 16 日から

審議を開催した。第 5 回（2019（令和元）年 7 月 16 日）まで開催した後、「地域共生社会推進検

討会中間とりまとめ」が公表された。 

  中間とりまとめでは、具体的な対応として、福祉政策の新たなアプローチを実現するための包

括的な支援体制は、①断らない相談支援、②参加支援（社会とのつながりや参加の支援）、③地域

やコミュニティにおけるケア・支え合う関係性の育成支援の 3 つの機能を一体的に具えることが

必要であり、そのような体制の整備に積極的に取り組む市町村に対して、国は政策的な支援を行

うべきだとしている。また、今後の地域づくりについては、地域を構成する多様な主体が出会い、

学びあうことのできる「プラットフォーム」(7)を構築する必要性が提示されている。 

 

10  「地域共生社会」の実現に向けた課題 

 

   ここまで述べてきたように厚生労働省においては、「地域共生社会の実現」を今後の福祉改革

を貫く基本コンセプトとして掲げ、それを実現すべく様々な取組みを進めている。直近でも、2018

（平成 30）年 10 月に厚生労働省に設置された「2040 年を展望した社会保障・働き方改革本部」

において、論点の一つの柱として「地域共生・地域の支え合いの実現に向けた取組の検討」が明

示されたり、2019（令和元）年 6 月 21 日に閣議決定された「経済財政運営と改革の基本方針 2019」

（骨太の方針）においては、「全ての人々が地域、暮らし、生きがいを共に創り高め合う地域共生

社会を実現する」として、「断らない相談支援などの包括支援や多様な地域活動の普及・促進につ

いて、新たな制度の創設の検討を含め、取組を強化する」との方向性が示されたりと、「地域共生

社会」の実現に向けて、具体的政策の登場が続いている。 

 確認しておかなければならないことは、社会福祉法の改正にみるように、「（我が事・丸ごと）

地域共生社会の実現」は、単なるスローガンではなくなっていることである。2018（平成 30）年

に改正された社会福祉法第 106 条の 3 において包括的な支援体制の整備が法定化され、第 6 条で

は支援体制整備を含めた地域福祉の推進は国および地方自治体の責務であることが明記されるこ

とになった。このように地域共生社会の実現に向けて、政策的な動向は加速度を増している。こ

こで重要な課題は、自治体が包括的な支援体制の構築をトップダウンの政策として地域を客体化

しながら推進するのではなく、地域住民や地域の多様な主体とともに、地域生活課題の解決をめ

ざしながら地域特性に応じたボトムアップの方向で支援体制を構築していくことができるかとい
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うことである。 

 新たな包括的な支援体制が求められるということは、従来の分野別縦割りのシステムでは受

け止めきれない課題が地域のなかに堆積してきていたということにほかならない。個人や世帯を

見た場合、複数の課題が絡まり合っているようなケースや、制度が規定した支援条件の狭間にお

かれているような、いわゆる制度の狭間のケースが多くみられる。こうした人々は、地域のなか

で孤立し、支援につながらない状況におかれている。このような課題を地域の課題として受け止

め、解決に向けて協議し連携していくことが求められている(8)。 

 また、「我が事」とは地域住民が自分のこととして社会福祉をとらえることだけではない。む

しろ社会福祉関係者こそが、自らのことを問い直すことから始まるという見解もある(9)。例えば、

地域共生社会の定義には「支え手側と受け手側に分かれるのではなく、地域のあらゆる住民が役

割をもち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティ」とある。実は、ボランテ

ィアの世界では同様の考え方を大切にしてきた。「ボランティアする側」と「ボランティアされる

側」に区別されるのではなく、お互いによりよく生きる「相互実現」が大切だという。いわゆる

互酬性である。しかし社会福祉基礎構造改革以降、市場化が進んだ社会福祉の世界では、サービ

ス「提供者」と「利用者」という二分する構造を強固にしてきたのではなかろうか。結果として、

従来はあった地域の支え合いといった福祉力を、専門職が奪ってきたという厳しい見方もできる。 

 専門職によるサービスの提供と利用者という二者の軸だけでとらえていては、支え合うとか、

役割をもつとか、居場所をつくるといった発想が生まれにくい。もちろん公的な制度やサービス

は重要である。「住民自治」による地域福祉の創出こそが、住民主体による地域福祉である。サー

ビスを地域住民が担うという代替的かつ限定的なものではない。地域福祉の推進は、地域住民だ

けで担う時代ではなくなってきた。この住民自治を核として、行政や事業者、企業など「地域福

祉ガバナンス」をどう構築していくかが重要である。 

 さらに、「地域共生社会の実現」を考えるとき、介護保険制度前に活発になったかにみえた市

民参加・住民参加の多くは、特定非営利活動法人（ＮＰＯ）の介護サービス事業として結実した

ものの、日本全体に広がる活動とはなっていないことも論点の 1 つである。地域包括支援センタ

ーと地域支援事業の導入、そして日常生活支援総合事業の導入により、コミュニティオーガニゼ

ーションや支え合いの新しい形が制度に取り入れられた。しかし、こうしたシステムが介護給付

と両輪となって、本人の意思決定を支え、在宅でも保健・医療・介護・福祉のサービスが総合的

に提供されるような包括的介護システムを形成するまでには至っていない。 

 現在の福祉の課題は、「8050 問題」(10)のように、地域や家族のなかで重層的かつ複雑に絡み合

っている。介護あるいは生活困窮者支援といったこれまでのような個別の部門の問題として単独

に考える時代は、終わりを告げようとしている。単独の、あるいは単発的な対策ではもはや限界

がある。また、介護保険制度は財政的には、「お荷物」という印象が強いし、介護サービスだけを

担当しているというイメージが強い。しかし、介護保険制度はそれだけの役割にはとどまらない。

例えば介護人材の確保のための外国人労働者の登用もそうである。若い外国人の雇用もそうであ

るが、介護保険体制の整備を通じて、雇用が生まれ、それが地域経済の活性化・町おこしに寄与

し、長い目でみれば、人口の維持・増加とつながる面がある。さらにいえば、介護保険制度の持

続可能性は、人口の推移に大きく依存している。そして、いまや人口は所与の条件ではなく、出
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生率の向上に目標を定め、それを社会保障施策によって実現していく時代である。社会保障や社

会福祉の展開が、地域や経済・人口の問題と密接にかかわるようになってきているのも事実であ

ろう(11)。 

    （木場千春：西九州大学健康福祉学部准教授、博士（アドミニストレーション）） 

 

Ⅲ 「我が事・丸ごと」地域共生社会と社会保障法 

 

1 通説的な社会保障の定義 

 

 「社会保障」という言葉は、1935 年のアメリカ連邦社会保障法（Social Security Act）によっ

て初めて使われたものであり、当初は、法案の名称が「経済保障法」（Economic Security Act）と

なっていたことからも分かるように、老齢年金や児童を有する家庭に対する扶助（AFDC）を中心

とした所得保障のための法制度という印象が強かった。1942 年のイギリスのビヴァリッジ報告書

（「社会保険とそれに関連する制度に関する報告書」）でも、「社会保障とは、失業、疾病もしくは

災害によって収入が中断された場合、これに代わるための…所得の保障を意味する」と述べてい

るように、社会保障は基本的には所得の喪失に対する所得保障と考えられていた。しかし、今日

では、社会保障は、所得保障だけでなく、生活障害をかかえた人たちに対する保健・医療・介護・

福祉などの現物サービスを含む制度であるという見解は、各国とも共通している理解といってよ

いであろう。そして、これが現在でも社会保障の核になっていることも間違いない。また、社会

保障には、所得喪失および生活障害をもたらす原因（生活事故原因）が存在する。それが、「疾病、

負傷、分娩、廃疾、死亡、老齢、失業、多子」等であり（社会保障制度審議会「社会保障制度に

関する勧告」1950（昭和 25）年 10 月 16 日）、これらの原因に対して、「保険的方法又は直接公の

負担において経済保障の途を講じ、生活困窮に陥った者に対しては、国家扶助によって最低限度

の生活を保障するとともに、･･･すべての国民が文化的社会の成員たるに値する生活を営むことが

できるようにすること」（同勧告）が、社会保障の目的である。これらの社会保障制度は、憲法

25 条の規定からも分かるように、「国民には生存権があり、国家には生活保障の義務があるとい

う意である」（同勧告）、あるいは、「国が社会保障制度に対する総合的企画をたて、国自らの責任

において、この制度の実施に当たることを原則とする」（同勧告）との表現でも明らかなように、

国が責任主体となって実施されるものを指している。これらを勘案して、荒木誠之氏は、社会保

障を次のように定義している。 

「社会保障とは、国が、生存権の主体である国民に対して、その生活を保障することを直接の

目的として、社会的給付を行う法関係である」（12）。 

ここでは、社会保障が、国家の責任において行われるものであること、制度の具体的な実施は

地方公共団体やその長、公法人などに委ねられていたとしても、その最終的な責任は国が負うも

のであることが明記されている（13）。したがって、「私人や任意団体が慈善的に救済事業等を行な

うことがあっても、それは国と国民との法関係ではなく、社会保障法の領域には入らない。もち

ろん、その現実の機能には、国の行う社会保障と似たところがあり相互に関連もあるが、その法

的性質は大きく違っている。慈善事業においては、その実施者に法的義務はなく、また受益者側
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にも受給の権利があるわけではない。この区別を明確にすることが、法の理論としては重要であ

る。」（14）。また、「社会保障の目的は国民の生活保障にある。社会の一員として生活をしていくう

えで、収入の途を失うとか、負傷や病気にかかり、あるいは障害状態になるなど、さまざまな困

難が発生する。そのような困難が現実に生じたとき、人間としての尊厳を失わないで生活ができ

るような手だてを社会的に講じておくのが、社会保障である。」（15）。 

この定義から行けば、「我が事・丸ごと」地域共生社会構想の中心となっている地域住民によ

る助け合い・支え合いの事業は、その重要性はもちろん認められるものの、社会保障法の領域か

らは除外されることになる。現に、厚生労働省「我が事・丸ごと」地域共生社会実現本部が出し

た「『地域共生社会』の実現に向けて（当面の改革工程）」（2017（平成 29）年 2 月 7 日）のなか

でも、「社会保障などの分野の枠を超えて地域全体が連帯し、地域の様々な資源を活かしながら取

り組むことで、人びとの暮らしにも地域社会にも豊かさを生み出す。」とか、「地域において、社

会保障などの分野を超えて、人と資源がつながることで、地域の様々な可能性を拓くことができ

る。」などの文章からも明らかなように、地域共生社会はこれまでの社会保障という領域を超えて、

地域住民相互のつながりを再構築することを目的とした「地域づくり」の一環であることが明言

されている（16）。そこには地域の活性化を目指すという方針との関係上、「耕作放棄地の再生や森

林など環境の保全、空き家の利活用、商店街の活性化など、地域社会・経済の抱える様々な課題

について、社会保障の枠を超えて地域の資源とつながることで地域に『循環』を生み出す」とい

うように、社会保障の範囲をはるかに超えた広大な産業分野をも巻き込んだ「地域づくり」構想

が描かれている。地域力を高め、地域の活性化を目指すこと自体に異論はないが、「地域づくり」

に関わるすべての施策を含めて「社会保障」あるいは「社会保障法」の担当分野とすることには

無理がある。社会保障財源が厳しいなかで、地域での支え合い・助け合いを求めることは当然必

要であろうが、それはあくまでも、住民がおたがいに協力してより良い地域を築きましょうとい

う「啓発活動」や「キャンペーン」事業にとどまるという理解が自然であろう。そこには従来の

「社会保障法」が取り組んできた事柄とは異質のものがたくさん含まれているからである。 

 

2  「自律」重視型の社会保障の新しい定義 

 

ところが、最近、新しい法理論の定立によって、こうした地域での支え合い・助け合いも含め

て、地域での住民活動自体を社会保障法の範囲に取り込んで来ようとする動きがみられる。菊池

馨実氏は、上記荒木誠之氏の、社会保障法の定義につき、次のような疑問を呈している。①社会

保障の根拠である生存権について、「健康で文化的な最低限度の生活を営む権利」は、基本的には、

金銭、現物、サービスといった様々な「給付」の提供によって保障されることとされてきたが、

それだけでは、社会から孤立している人たちを労働市場や地域に取り込んでくるという「社会的

包摂」（social inclusion）の必要性を説明することができない。②社会保障の法関係は国と国民と

の間で成り立つとされているが、その中間にある様々な構成組織（社会）の役割が考慮されてい

ない。この場合の社会構成単位には、家族、企業、地域が含まれるとされる。 

また、荒木氏の定義では、国民は国から給付を一方的に受けるだけの「保護されるべき客体」

としての位置付けにとどまっているので、それを改め、自らの意思でより良き人生を開拓してい
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く積極的・能動的な法主体ととらえ直す必要性があると主張して、憲法 13 条を根拠に、個人の「自

律」を基底にすえた新しい社会保障の定義を試みている。 

「社会保障とは、個人が人格的に自律した存在として主体的にみずからの生き方を追求してい

くことを可能にするための条件整備の制度である。」（17） 

ここでは、個人が主体的かつ自由に自らの生き方を追求できるようにする「自律のための支援」

が社会保障の目的であると定義されている。さらに、自律（autonomy）と自立（independence）と

の関係が次のように説明されている。 

「ここで留意すべきなのは、自立支援そのものが最終目的ではないことである。自立支援を通

じて、自律的な生が達成されうる。何かを達成すること自体に価値を見いだすのではなく、各人

それぞれにとっての善き生の遂行に向けた可能性が開かれていること自体に意義があり、自らの

生を追求できることそれ自体に価値があると捉えられる。これは、換言すれば、帰結（結果）で

はなく、プロセスに焦点を当てた議論であり、かつての憲法 25 条論が念頭においていたような形

式的な結果平等の実現（換言すればセーフティネットの確保）ではなく、憲法 13 条の理念に根ざ

した実質的な機会平等の実現を重視した議論ということができる。」（18）。 

これまでの労働法、社会保障法を含む「社会法」に対する理解はおよそ以下のようなものであ

った。契約の自由を基本とする市民社会では、形式的あるいは抽象的存在とては人間はすべて自

由で平等である。しかし、使用者と労働者、あるいは、健常者と障害者、富裕層と貧困層という

ように、人間は一定の社会的身分をもった具体的存在としてこの世に現れる。具体的な人間像を

比べてみると、経済力をはじめとして生活力の差が歴然としている。労働力を売ることによって

しか生活の手段がない労働者にとっては、契約の自由は劣悪な労働条件でも働かざるを得ない状

況を生み出す。これを避けるために、国家は生活力の弱い労働者に労働組合を結成し、団結力を

背景に団体交渉をする権利（労働基本権）を与えたり、最低労働条件を法定（労働基準法）する

などして、労働者の人間に値する生活を保障しようとする。また、高齢者・障害者・低所得者に

対しては、所得の再分配を通じて、社会的弱者に対する所得保障給付や各種福祉サービス給付を

提供することによって、「健康で文化的な生活」を保障しようとする。これが生存権（憲法 25 条）

の考え方である。形式的な平等では、個人の経済力や生活力の差が反映されないので、結果的に

は大きな格差が生じる。そこで、その差を国家の介入によって縮めていって、実質的平等（結果

の平等）を確保しようとするのが生存権の思想であった。菊池理論では、この点、結果の平等で

はなく、機会の平等を確保することが社会保障の目的であるとするので、形式的平等を基調とす

る従前の市民社会への逆戻りなのかとも受け取られかねない。ここでは、荒木氏が、社会保障法

の描く法的人間像を「生活人（生活主体）」としたときに受けたのと同様な批判が成り立ちうる。

すなわち、雇用労働者と非雇用労働者（農林漁業者、自営業者）とを問わず、常に生活をおびや

かされるおそれのある実在の人間（生活人）として社会保障法という共通の概念のなかに取り込

んできたときに、それは市民法から労働法へ、さらには社会保障法へと発展してきた歴史的意義

に反して、市民法的な形式的平等へと逆戻りしているのではないかという批判である。この点に

ついて、荒木氏は、市民法から労働法へ、さらに社会保障法へという歴史的流れからいって、旧

来の市民法のいう抽象的平等たる主体概念への回帰ではなく、社会保障法の「生活人（生活主体）」

は、社会法が直視してきた社会的弱者としての法的人間像を含んだ概念であることをはっきりと
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述べている（19）。憲法 13 条を根拠に、機会の平等を保障し、「自律」（自己決定の尊重）のための

支援を実現していこうとする菊池理論では、市民法時代の対等当事者間の契約理論でも一部実現

できていたことではないか、それとも社会保障法を、自律した存在としての国民と国家が対等に

対峙する関係に置き換えようとしているのではないかとの疑問もわいてくる。というのも、最近、

アメリカでの社会保障法の議論では、社会保障給付に「契約」概念を持ち込もうとする動きが顕

著であるからである。例えば、日本の生活保護給付に当たる「被扶養児童を有する家庭に対する

扶助（AFDC）」では、扶助受給に際して、労働能力のある母親には、就労に向けての真摯な取り

組みとそのための努力をする義務を課し、それを扶助の受給要件とする契約を締結させている。

つまり、生活保護を、日本のように国家による生存権保障の具体的事例として、国家から国民に

対して生活保障給付として与えられるという縦の関係ではなく、国家と受給者とを対等な関係と

位置づけて、生活保護給付を与える代わりに経済的自立に向けての就労を要求するという「契約」

関係としてとらえ直す動きのことである。契約関係であるので、契約内容である就労に向けての

真摯な努力がみられないときは、当然、債務不履行として契約の解除（扶助の支給停止）が行わ

れる。社会保障関係の一方の当事者である国民（個人）の「自律」や自己決定権の尊重を第一の

目的とし、個人の望む生き方を追求することを可能にする制度として社会保障を位置づけるなら

ば、当事者の意思を尊重する典型である対等当事者間の法律関係である「契約関係」として、す

べての社会保障給付をとらえ直すことになるのであろうか（20）。所得保障給付とか医療・介護・福

祉サービスという実体的給付に焦点を当てた議論ではなく、「自律」支援の過程（プロセス）が重

要であるとする議論の立て方は、当事者の意思を尊重して最終的には契約締結に至るまでの十分

な支援を行なうことが目的であるという結論になるのであろうか。当事者の意思を尊重した手続

きや相談支援の充実は、もちろん大切なことであるが、それは、最終的には、生活保護制度であ

れば生活扶助という現金給付であったり、介護保険制度であれば介護費用の給付であったり、医

療保険制度であれば、療養の給付（現物給付）であったりと、なにがしかの具体的給付にたどり

着くための手段のひとつでしかない。最終的な解決策である具体的給付に結びつかなくては、そ

の途中経過ばかりを充実してもはたして意味があるのであろうか。 

確かに、これまでの社会保障は、国民が「健康で文化的な最低限度の生活」を営めるように、

実体的な給付の創設とその充実に重点が置かれてきたことは事実である。生活保護制度がその典

型であろう。その点で、失業者を労働市場に取り込んでくる試みや生活困窮者に対する地域での

居場所づくりや地域とのつながりの回復といういわゆる「社会的包摂」（social inclusion）の考え

方が希薄であったかもしれない。しかし、雇用保険も次の就労へと結びつけるための給付として

その性格を変えてきたし、生活保護法も、第 1 条で、受給者の「自立の助長」を目的に掲げてお

り、それに沿って就労自立支援プログラムを実施してきている。これまでの社会保障制度は、「社

会的包摂」を無視してきたわけではなく、その要素を当然の前提としたものであったり、その程

度や強弱の違いはあっても、「社会的包摂」の意味を込めて各種給付が支給されてきたといってよ

いのではないか。ただ、正面からその問題を取り上げてこなかったという意味ではそうかもしれ

ない。 

相談・助言という手続はこれまでも当然のごとく給付の前提として実施されてきた。その点で、

生活困窮者自立支援法が、生活困窮者に対する相談支援事業を柱として構成されているのは、金
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銭、現物、サービスを含む「給付」の体系としてとらえられてきた従来の社会保障制度の系譜と

は異なり、相談支援に特化した性格をもつ画期的な法律と評価することについては（21）、多少の躊

躇を感じざるを得ない。相談支援については、生活保護法でも規定されているし（27 条の 2）、法

律に規定がなくても、すべての給付はまずは「相談」から始まるのが常識であろう。それに、相

談支援はあくまでも何らかの形での実体的給付に結びつけるための手続きにすぎない場合も多い

のではないか。たとえば、引きこもりの人が、相談支援事業によって、地域の活動に従事するよ

うになったとしても、そこに至るまでには、専門医やカウンセラーや民生児童委員などの人々に

よる専門的・人的サービスが介在している。これも最終的な給付といえよう。たまには、相談し

ただけで心が楽になったと帰って行く人もいるかもしれないから、すべてが実体的給付に結びつ

くとは限らないが、そうしたケースはさほど深刻ではない場合が多いような気がする。もちろん、

丁寧な受け応え、本人の意思を尊重した相談支援、本人の性格、能力、人生観、経歴、社会的背

景などを考慮した総合的な相談支援体制の必要性については疑いをはさむ余地はない。 

次に、菊池氏の説では、社会保障は、個人が人格的に自律した存在として主体的にみずからの

望む生き方を追求していくことを可能にするための条件整備ということになるが、各個人が自ら

望む生き方を可能にするための条件整備となれば、それこそわれわれをとりまいているほとんど

すべての制度や仕組みが「社会保障」のなかに取り込まれてくることになりはしないか。菊池氏

自身も、自説の定義からは、年金・医療・社会福祉・介護・生活保護などの従来から社会保障と

考えられてきた制度以外にも、雇用、教育、住宅、交通・通信などの諸制度が社会保障の枠組み

に取り込まれてくることを見越している（22）。確かに、従来の社会保障法が意図してきたところの、

「生活保障」という厳然とした目的の設定と、そのための所得保障と医療・介護・福祉サービス

の支給という 2 本の柱だけでは、実際の生活をみれば、その人が「健康で文化的な」人間らしい

生活を送ることができるかといわれれば、確かにそれだけでは不十分なところがある。例えば、

生活困難者に対して生活保護給付という経済的保障をすれば、衣食住を満たした最低限度の生活

は営めるかもしれないが、しかし、その人が、引きこもり状態であったり、地域との結びつきが

なく、話し相手もいないような「社会的孤立」状態であったとしたら、その人は「健康で文化的

な」人間らしい生活を送っているとはいえないであろう。「立法論・政策論の展開場面においては、

伝統的な社会保障の枠にとどまらず、先に述べた目的（個人の自律の支援）を部分的にであって

も共有する雇用・教育・住宅等の関連諸制度と有機的に関連付けた包括的な議論をすることが積

極的に求められる。逆に言えば、社会保障の枠組みを超えて包括的な立法論・政策論を展開する

に当たっての内在的視点を、従来の社会保障法は当然にはもたなかったのである。」（23）と述べて

いるのはそういうことを想定しての意見であろう。「社会的排除」（social exclusion）や「社会的包

摂」という考え方が登場してきた背景には、従来の所得保障給付や生活障害保障給付だけでは満

たすことのできないその人の夢や希望や人格的欲求があり、それをこれまでの社会保障法学は直

視してこなかったという反省の意味が込められている。判断能力の低下した障害者・高齢者に対

する自己決定支援のための成年後見制度や、社会福祉協議会が実施している地域福祉権利擁護事

業（日常生活自立支援事業）、最近では、生活困窮者自立支援法による各種相談支援事業の創設は、

まさに、菊池氏のいう「自律の支援」を具体化したものとして評価できることになろう。 

ただ、高齢者・障害者・生活困窮者等に対して、実際に「健康で文化的な」生活を営むため
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に何が必要かという政策論的視点から論じて行けば、従来の所得保障給付・生活障害保障給付と

いう枠組みにとらわれない、それこそ地域のボランティア活動を含む広範なサービスや支援が必

要になってくるというのであればそうであろう。しかし、そのこととは別に、社会保障法という

学問分野の成立のために、その目的、意義、指導原理、法的人間像、そこから導き出される学問

的守備範囲をどう考えるかという議論はやはり必要になってくるのではないか（24）。かつては、社

会保障法の範囲について、医療保障や住宅保障がこれに含まれるかどうかについて、活発な議論

があった。たとえば、健康権という新しい概念を中心に健康保障という分野を確立しようとする

試みの場合には、スポーツ推奨、スポーツ・レジャー施設の拡充、運動や休息のできる公園の整

備なども含まれるのかといった議論や（25）、生活を営む基盤である住宅問題に対して社会保障は積

極的に取り組まなかったとして居住保障法という法分野を確立すべきであるという提案などがそ

れである（26）。あるいは、最近では、高齢者・障害者・児童に対する虐待防止法関係が社会保障法

の分野に属するかどうかの議論がなされている（27）。しかし、今回の「『我が事・丸ごと』地域共

生社会」の地域助け合い・支え合い構想について、これを社会保障法の分野に取り込むかどうか

という議論は、前述の医療保障、居住保障、虐待防止法制の帰属の可否とはずいぶん性格を異に

しているように思われる。医療保障、居住保障、虐待防止については、それぞれに基幹となる基

本的法制度が存在しているので、それと社会保障法との関連で、どこがどのように関連している

のかという議論が可能である。しかし、地域での助け合い運動は、社会保障費抑制策との関係で、

これまで行ってきた公的介護・福祉サービスの一部を住民相互の互助の仕組みで代替しようとい

う構想なので、それに関する基本となる法制度のごく一部が関連をもつことはあっても、体系的

な基礎法がなく、少なくとも法的観点からは、全体をひっくるめて社会保障法の範囲に属するか

どうかという議論は成り立ちにくい。社会保障制度の持続可能性からいって、行政に頼るだけの

運営では行き詰まるので、これからは住民相互の互助組織が必要であると言えば、もちろんそう

である。これまでにも住民参加型のサービスについては既に実施されてきている。例えば、2017

（平成 29）年 4 月から始まった「新しい介護予防・日常生活支援総合事業」（市町村が行う地域

支援事業）では、住民参加型のサービスが既に実施されている（28）。例えば、訪問型サービスＢで

は、住民主体の自主的な活動としてボランティアによる生活援助活動（掃除、洗濯、食事など）

が、通所型サービスＢでは、これまたボランティアによる体操・運動などの活動が準備され、そ

こにはわずかな公費補助はあるものの、個人情報の保護等の最低限の基準があるだけで、あとは

住民の自治に任されている。利用者負担額はサービス提供主体または市町村が設定し、食事代な

どは利用者である住民の負担である。地域共生社会はこうした一連の地域住民参加型の政策の集

大成というべきものであろう。しかし、住民主体のこうした活動は、少額の公費補助と、わずか

な基準（個人情報の保護等）があるだけで、大部分は住民の意思により任意に実施されるもので

あり、そこに、権利義務関係や責任の所在といったものを見出すことは難しい。「訪問型サービス

Ｂ」とか「通所型サービスＢ」といいうように、国が一定のサービス類型を指定し、わずかとは

いえ補助金を出し、ごく少数の守るべき基準を設定している以上、近所の人がそれこそ善意で一

人暮らしの高齢者宅を時々訪問して、惣菜を分けてあげるような慈善活動とはまったく違ってい

るという立論は成り立つかもしれない。しかし、今回の「『我が事・丸ごと』地域共生社会」構想

には、後者のような制度的関与がまったくない純粋の「慈善活動」も含まれている。そうなれば、
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なおさら、社会保障法という領域に持ち込んでくることには困難が付きまとう。 

 

3 「地域」という単位の意味 

 

また、菊池氏は、国家と国民との間にある「社会」を構成するものとして、家族、企業、地域

の 3 つをあげている。家族と企業は、社会保障法の主体として位置づけられているのは当然であ

る。例えば、夫婦には相互に扶助の義務があり（民法 752 条）、親には子に対する監護義務（民法

820 条）がある。また、生活保護法も、親族扶養の優先原則（生保法 4 条 2 項）を掲げており、

また「保護は、世帯を単位としてその要否及び程度を定めるものとする」（生保法 10 条）となっ

ている。また、子どもがいれば保護費として児童養育加算が認められる。もちろん、家族は各種

社会保険の保険料負担や利用した際の一部負担金を支払っている。また、企業は、医療・年金・

雇用・労災各保険においては、保険料の半分または全部を負担している。基本給以外に支払われ

る家族手当・住居手当・交通費支給や各種福利厚生事業、あるいは、退職金・企業年金は、労働

者とその家族の生活保障に重要な役割を担っている。職場の安全確保や、定年の延長・再雇用制

度は、労働者の労災補償や年金制度と密接に関連している。児童手当制度では、次世代育成とい

う意味で、0 歳から 3 歳未満の児童については企業がその費用の一部（15 分の 7）を負担してい

る。このように家族と企業は、各種社会保険料の負担や給付を受ける際の算定基礎としての役割

を果たしている。しかし、地域はどうであろうか。 

  地域という概念はもともと曖昧なものであり、医療における地域は、市町村単位（一次医療

圏）であったり、郡単位（二次医療圏）であったり、都道府県単位（三次医療圏）であったりす

る。医療介護総合確保推進法により、2015（平成 27）年 4 月より都道府県に策定が義務付けられ

た「地域医療構想」は二次医療圏での策定が原則になっている。また、地域包括ケアシステムは、

おおむね 30 分以内で駆け付けることができるように、中学校区を単位としており、それを「地域」

と呼んでいる。ただし、その場合の「地域」は、家族や企業と違って、権利・義務を負うような

主体ではないし、地域のだれかがその責任を負わなくてはならないような組織ではない（29）。菊池

氏も、地域は、「個々人が善き生の探求のための能力を涵養できるようにするために必要とされる

ところの、多様性を備えた人的ネットワークの源泉として捉えることができるのではないかと思

われる。」（30）と述べているところからみると、「地域」という単位の特殊性を意識してのことであ

ろうか。確かに、引きこもり者に対して地域との結びつきを再び取り戻させたり、生活困窮者に

対して相談支援事業によってその人を就労に結びつけたり、各種給付によって生活が成り立つよ

うにしてあげるためには、地域の協力がなくてはならないという意味では、地域の存在は重要で

ある。だがそれは、誰が誰に対して何をしなければならないか、その根拠は何か、その責任主体

はだれかというようなこれまでの社会保障法の法主体の考え方とはかなり様相を違えた問題であ

る。むしろ、地域は、ある政策やあるサービスを効果的に実施するうえではどの単位で実施する

のが適当であるかという範囲選択ないしは効果・効率性を考えての選択の単位にすぎないように

思われる。 

 

Ⅳ おわりに 
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 少子超高齢社会を迎えて、社会保障財政がひっ迫しているなか、これまでにように病院依存・

施設重視型の社会保障ではその持続可能性が危うくなってきている。こうした危機感のもと、医

療・介護・福祉サービスについては、高齢者・障害者・生活困窮者等を地域でケアし見守ってい

こうとする「地域包括ケアシステム」の構築が今や日本の社会保障制度の最大の課題のひとつで

あるといってよい。このシステムのもとでは、医療・介護・福祉の専門職によるサービスととも

に、掃除、洗濯、調理などの家事援助、ゴミ捨て、布団干し、見守りなどの日常生活援助は、行

政サービスではなく住民相互の助け合い・支え合いでカバーしようとする「互助」の仕組みが組

み込まれている。この部分が、厚労省が提唱している「『我が事・丸ごと』地域共生社会」構想に

当たるといってよい。地域社会のなかに互助の仕組みができること、それが大切であることにつ

いては疑いをもつ者は誰もいない。しかし、国や地方公共団体が、どのような人的・財政的援助

のもとに、どの範囲のサービスを、地域住民のどういう人に、どれくらいお願いするのかについ

てはいまだにはっきりしていない。国や地方公共団体がどのような手立てを講じて、住民相互の

助け合い組織を作ろうとしているのか、特に財政的手立てと人材の確保についての手立てがはっ

きりしていなければ、それでなくても民生委員他地域のボランティアのなり手がない地域社会の

現状の中では、住民相互の助け合い組織ができるわけがない。憲法 25 条 2 項に、「国は、すべて

の生活部面について、社会福祉、社会保障及び公衆衛生の向上及び増進に努めなければならない。」

と規定されているように、互助の仕組みの枠組みの設定とそれが実際に実現できるように、人的・

物的・財政的裏付けを行うことは、憲法 25 条 2 項に定める国の義務であろう（31）。それなくして、

地域に丸投げするような政策では、支え合い・助け合い組織そのものの成立も危ういし、また実

現できたとしてもおそらく長続きはしまい。それに、人的・財政的基盤の弱い山間部の市町村と

大都市とでは極端な地域格差が生じる恐れもある。 

  社会保障法の学問的範疇に、地域共生社会のめざす助け合い・支え合い運動が、どのように位

置づけられるかの議論についても、憲法 25条 2項の国の社会福祉・社会保障向上義務との関係で、

国がどのような枠組みを設定し、どのようなかかわり方をするか、この問題に対して国はどのよ

うな責任の果たし方をするかというような点について、明確な政策が打ち出されるかどうかによ

って議論の仕方が変わってくる。国による一定の枠組みや人的・財政的措置、運営基準や実施に

ついての国の責任が明確にされるとすれば、学問的にも社会保障ないしは社会保障法の領域に取

り込んでくる可能性もあるかもしれない。しかし、それがないまま、ただ住民の意識に訴え、住

民の意識改革によって、地域のボランティア活動が活発になることを期待するだけの地域共生社

会構想であるならば、依然として、社会保障法学としての範囲に取り込んでくることには抵抗感

をもつ者も多いのではなかろうかと思われる。 

（石橋敏郎：熊本県立大学名誉教授、熊本大学教育学部シニア教授） 

 

 

（1）2019（令和元）年 11 月 26 日の全世代型社会保障検討会議では、75 歳以上の後期高齢者の医療費 

自己負担を現在の 1割から 2割に引き上げる案に賛成する意見が相次いだとある（熊本日日新聞、 

2019 年 11 月 27 日）。また、財務省は、財源対策の一つとして、これまで全額保険負担であったケ 

アプラン策定費用（介護サービス計画費）を見直して、1 割の自己負担とする案を打ち出していた。 
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しかし、ケアプラン策定費用 1 割自己負担については、与党内からも慎重論が出たために、来年

の通常国会での改正案提出は見送られることになったと報じられている（熊本日日新聞、2019 年

11 月 20 日）。 

(2) 2019/2020 年「国民の福祉と介護の動向」（『厚生の指標 増刊』第 66 巻第 10 号 通巻第 1037 号、

2019 年）218－220 頁。 

(3) 山下幸子「『我が事・丸ごと』地域共生社会実現への方向性と障害福祉施策」（賃金と社会保障』

No.1677、2017 年）5－7 頁。 

(4) 川島ゆり子「地域共生社会の実現をめざす包括的な支援体制の整備について」（『社協情報 NORMA』
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（森美智代先生には、この度、めでたくご退官をお迎えになられました。元同僚として、ある

いは、大学院の指導を受けた者として、退官後も先生がますますお元気でご活躍なされますよ

う祈って、この論文を書きました。） 
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